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期”」にあることを指摘　（左下のグラフ
参照）。これからは、“人口オーナス期”
に合った働き方、「男女ともに」「短時間
で」「様々な条件の人が働くこと」が大
切だとし、日本社会の人口面での変化
に労働面の変化が追い付いていないた
め、経済成長が困難になっている、と
いったお話もありました。

　東京都では、「まずは人生、生活を大
切にするべき」という小池知事の信念
に基づき、“ライフ・ワーク・バランス”
という言葉を使用しています。
　　「日本にはずっと、長時間労働は当た
り前だという価値観がございましたが、
ただ長く働けば生産性が上がる訳でも
ございません。逆に生産性を低下させ、
社会の活力を損ないかねない状況だと
考えます。
　これまでは“ワーク・ライフ・バラン
ス”と言われてきたわけでございます
が、私はあえて、ワーク（仕事）の前に
ライフ（人生・生活）があるよね、とい
うことで“ライフ・ワーク・バランス”と
いたしました」（「ライフ・ワーク・バラ

ンスフェスタ東京2017」での挨拶より）。
　平成29年度予算においても、「ライ
フ・ワーク・バランスの充実」や「女性
の活躍推進」など“誰もが活躍できる社
会の実現”のための予算は重要な項目
の一つとなっています。
　また、都が力を入れている事業の一
つが「テレワークの推進」です。「テレ
ワーク」とは、インターネットなど情
報通信技術を活用し、場所や時間にと
らわれない柔軟な働き方です。2017
（平成29）年度においては、国と連携し
て「テレワーク推進センター（仮称）」を
設置するほか、テレワーク活用のモデ
ル企業を募集・検証し、成果を広く発
信するなど、企業におけるテレワーク
の導入や活用を強力に後押ししていき
ます。

東京フォーラムの託児コーナー。今後、東京都主催の
イベントでは、基本的に託児サービスを用意する方針

  テレワークの推進  

一貫した取組によりテレワークの導入に乗り出す企業を力強く支援

課 題

テレワーク
推進センター
（仮称）の設置

テレワーク
環境構築費用の

助成

テレワーク
活用促進モデル
実証事業

企業が抱える課題に応じた切れ目ない支援を展開

テレワークにより
ライフ・ワーク・バランスを推進

「ライフ・ワーク・バランスフェス
タ東京2017」でテレワークを体験
する小池知事

※総務省「平成27年度通信利用動向調査」

ライフ・ワーク・バランスの実現に向けて、
時間と場所にとらわれない働き方であるテレワークの導入が効果的である一方で、

導入している企業は2割にも満たない※状況
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暮らせる東京に

ワークの前にライフの充実を
2016（平成28）年12月、都

庁にて「小池知事と語る東京フ
ォーラム」が開催されました。テーマ
は「女性の活躍推進 ～自分らしく輝け
る社会を築くために」。すべての男女が
生活と仕事を両立させていきいきと暮
らすための方法を話し合いました。
　コメンテーターとして登壇した小室
淑恵さん（株式会社ワーク・ライフバラ
ンス代表取締役社長）は、これまで900

以上の企業や自治体などに働き方改革
のコンサルティングを行ってきました。
小室さんは日本の現状について、「若者
の比率が高く、高齢者の比率が低い状
態＝“人口ボーナス期”」は終わってお
り、すでに「若者の比率が低く、高齢
者の比率が高い状態＝“人口オーナス
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資料：小室淑恵『労働
時間革命』（毎日新
聞出版）／総務省
「人口推計」、国立社
会保障・人口問題研
究所「将来推計人
口」により作成
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　短時間正社員制度や在宅勤務など、
多様な働き方を企業に普及するなどの
取組が重要なほか、従業員一人ひとり
も、効率的な時間の使い方を意識して
いく必要があるでしょう。
　東京都は今後、これまでの男性正社
員を前提とした長時間労働の削減に取
り組むとともに、各自の状況に合った
働き方を選択できる社会の実現に向け
て進んでいきます。

パリ

ニューヨーク

ロンドン

首都圏 68.7分
約43分

約40分

約38分

平均通勤時間（片道）の国際都市比較　生活と仕事の調和を実現するために
は、長時間労働の削減などの取組が必
要です。そのためには、意識のあるト
ップの指揮のもと、管理職の理解を高
めていく必要があります。男女とも長
時間労働を当たり前とせずに、時間制
約があることを前提とした業務体制づ
くりをするなど、総合的な取組を進め
ていくことが求められています。

　正社員の画一的・硬直的な働き方を
見直すことも、生活と仕事の調和の実
現には不可欠です。

短時間正社員制度など
多様な働き方を普及
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資料：総務省「平成
23年社会生活基本
調査」

　東京都では、「TOKYO働き方改革宣言企業制度」を
創設し、長時間労働の削減や有給休暇の取得促進に向
けて「働き方改革宣言」を行う企業等を募集しています。
　宣言を行う企業に対して奨励金を支給するほか、宣
言後も専門家によるコンサルティングを行うなど様々
な支援を実施します。
　また、働き方・休み方の改善について、目標及び取
組内容を定めた宣言書を東京都のホームページに掲載
します。 TOKYO働き方改革宣言書

TOKYO働き方改革宣言企業制度
co

lu
m

n

資料：国土交通省
「平成24年度首都圏
整備に関する年次報
告（首都圏白書）」
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働き方を見直すことで、生活と仕事の調和を

　 「男女平等参画に関する世論調査」で、
生活と仕事の調和（ライフ・ワーク・バ
ランス）について、働いている人に優
先度の希望を尋ねたところ、「家庭生活
と仕事を優先」「家庭生活、個人の生活、
仕事、すべてを優先」「家庭生活を優先」
などと回答した人が、男女とも9割を
超えました（一番下のグラフ参照）。し
かし現実には、男性の4割、女性の2割
弱が仕事を優先しており、希望と現実
に大きな差が見られます。
　この背景には、仕事と家庭などそれ
以外の生活のどちらかを選択せざるを
得ない、社会の仕組みがあると考えら
れます。誰もがやりがいや充実感を感
じながら、それぞれの状況に応じて多
様な働き方を選択し、生活と仕事の調
和を図れる社会の実現が求められます。

　企業が従業員の生活と仕事の両立支
援を充実させることは、能力のある人
材の確保に効果があると考えられ、業
績向上につながることが期待できます。
東京都「女性活躍推進に関する企業・従
業員調査」によると、「職場が仕事と生
活の両立支援制度を整備している」と
答えた人の約7割が仕事に満足してい
る一方、そうした支援制度を整備して
いないと答えた人では、仕事に満足し
ている人の割合が約4割でした。

　生活と仕事の調和の実現に向けて、
特に重要な課題の一つが、長時間労働
の問題です。東京都では、雇用者の全
体においても、雇用者のうち正規職員・
従業員においても、週60時間以上働く
男女の割合は、全国に比べて高くなっ
ています（左のグラフ参照）。また東京
都を含む首都圏は、通勤時間も全国平
均と比べて長く、主要な国際都市と比
較すると、さらに顕著な差が見られま
す（右ページのグラフ参照）。結果とし
て、平日の平均帰宅時間も東京都は全
国で最も遅く、男性が20：28（全国平
均が19：37）、女性が18：37（同17：
56）という状況です（右ページ上のグ
ラフ参照）。

生活優先を希望しても
仕事優先になってしまう

長時間労働を良しとせず
時間の制約を前提に
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資料：東京都生活文
化局「男女平等参画
に関する世論調査」

雇用者 正規の職員・従業員

東京都 全国
女性 男性 女性 男性

東京都 全国
女性 男性 女性 男性
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資料：総務省「平成
24年就業構造基本
調査」
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組内容を定めた宣言書を東京都のホームページに掲載
します。 TOKYO働き方改革宣言書

TOKYO働き方改革宣言企業制度
co

lu
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n

資料：国土交通省
「平成24年度首都圏
整備に関する年次報
告（首都圏白書）」
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働き方を見直すことで、生活と仕事の調和を

　 「男女平等参画に関する世論調査」で、
生活と仕事の調和（ライフ・ワーク・バ
ランス）について、働いている人に優
先度の希望を尋ねたところ、「家庭生活
と仕事を優先」「家庭生活、個人の生活、
仕事、すべてを優先」「家庭生活を優先」
などと回答した人が、男女とも9割を
超えました（一番下のグラフ参照）。し
かし現実には、男性の4割、女性の2割
弱が仕事を優先しており、希望と現実
に大きな差が見られます。
　この背景には、仕事と家庭などそれ
以外の生活のどちらかを選択せざるを
得ない、社会の仕組みがあると考えら
れます。誰もがやりがいや充実感を感
じながら、それぞれの状況に応じて多
様な働き方を選択し、生活と仕事の調
和を図れる社会の実現が求められます。

　企業が従業員の生活と仕事の両立支
援を充実させることは、能力のある人
材の確保に効果があると考えられ、業
績向上につながることが期待できます。
東京都「女性活躍推進に関する企業・従
業員調査」によると、「職場が仕事と生
活の両立支援制度を整備している」と
答えた人の約7割が仕事に満足してい
る一方、そうした支援制度を整備して
いないと答えた人では、仕事に満足し
ている人の割合が約4割でした。

　生活と仕事の調和の実現に向けて、
特に重要な課題の一つが、長時間労働
の問題です。東京都では、雇用者の全
体においても、雇用者のうち正規職員・
従業員においても、週60時間以上働く
男女の割合は、全国に比べて高くなっ
ています（左のグラフ参照）。また東京
都を含む首都圏は、通勤時間も全国平
均と比べて長く、主要な国際都市と比
較すると、さらに顕著な差が見られま
す（右ページのグラフ参照）。結果とし
て、平日の平均帰宅時間も東京都は全
国で最も遅く、男性が20：28（全国平
均が19：37）、女性が18：37（同17：
56）という状況です（右ページ上のグ
ラフ参照）。
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資料：東京都生活文
化局「男女平等参画
に関する世論調査」

雇用者 正規の職員・従業員

東京都 全国
女性 男性 女性 男性

東京都 全国
女性 男性 女性 男性
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5.3
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7.5

16.9

週60時間以上働く男女の割合

資料：総務省「平成
24年就業構造基本
調査」
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企業や男性に働きかけ
意欲から行動へ後押し

　東京都は、男女がともに生活も仕事
も充実できるよう、ライフ・ワーク・バ
ランスに理解ある社会への転換を促し
つつ、男性の家事や育児への参加を推
進していきます。企業に対する働きか
けにより、育児に参加したい男性の育
児休業制度の利用を後押しすると同時
に「働き方の見直し」に関する意識啓発
を推進するなどライフ・ワーク・バラン
スを実現する環境づくりを支援します。
　また「家事や育児をしたい」という男
性の意欲を行動につなげるための啓発
も行っていきます。

男性の仕事時間と家事時間の国際比較 6歳未満の子供を持つ夫の1日当たり
家事・育児関連時間の国際比較

左
資料：総務省「平成
23年社会生活基本
調査」

右
資料：総務省「平成
23年社会生活基本
調査」、内閣府「ひと
りひとりが幸せな社
会のために」

　東京都は2016（平成28）年11月、夫婦
が協力してライフ・ワーク・バランスを実
践できる社会に向けて「イクメンサミッ
ト」を開催しました。育児に積極的に参
加する男性＝「イクメン」という言葉はす
っかり定着したものの、現実にはまだ、 
働きながらの家事・育児には困難が多い
ため、今後どうしていけばよいか、何が
必要かを議論しました。

基調講演は武蔵大学助教・田中俊之さん（左
から3人目）「男が家事・育児、いいじゃないか！」

「イクメンサミット」を開催
co
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男性がもっと家事・育児できる環境づくりを応援

　誰もが自らに合った様々な働き方や
生き方に挑戦できる社会を実現するた
めには、男性の家事や育児への参画を
より促すことが不可欠です。
　現状では、家事や育児は女性が圧倒

男性の長時間労働と
女性の家事・育児負担

的に多くを担っています。東京都が実
施した「女性の活躍推進に関する都民
の意識調査」によると、女性の平均育
児時間は約4時間33分となっています
が、男性は約1時間であり、その差が
3時間以上あります。
　家事時間についても、男性の平均時
間は約46分、女性の平均は約2時間37
分となっており、男性の方が女性より
2時間程度少ないことがわかります。
　この背景には、長時間労働や長時間
通勤の問題があります。
　総務省「平成23年社会生活基本調
査」によると、未婚・既婚（子供なし）・
既婚（子供あり）といったどのライフス
テージにおいても、男性のほうが女性
より仕事時間が長くなっています（左
のグラフ参照）。特に子供をもつ男女の
平均仕事時間を比較すると、違いは顕
著です。全国平均で、男性は女性より
4時間20分多く、東京都ではさらに差
が開き5時間20分多くなっています。
　このように、男性は女性に比べてよ
り多くの時間を仕事に費やす一方、女
性が家事や育児に非常に多くの時間を
費やすという、“トレードオフ”の傾向
が見られます。
　国際的に比較すると、その傾向はさ
らに際立ちます。成人男性の仕事時間
（通勤時間を含む。）と家事時間を、
OECD主要各国と比較すると、東京都
は極端に仕事＋通勤時間が長く、家事
時間が大変短いことがわかります（右
ページのグラフ参照）。
　男女ともに「働き方の見直し」を含め
た取組を進めることで、父親と母親が
ともに家事・育児を担うことのできる
社会環境を実現していく必要がありま
す。家事代行サービスなどの外部労働
力を活用することも、負担軽減を図る
上で有効でしょう。

ライフステージ別に見る有業者の平日の
平均仕事時間（東京都）

資料：総務省「平成
23年 社会生活基本
調査」

資料：東京都生活文
化局「平成26年女性
の活躍推進に関する
都民の意識調査」
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企業や男性に働きかけ
意欲から行動へ後押し

　東京都は、男女がともに生活も仕事
も充実できるよう、ライフ・ワーク・バ
ランスに理解ある社会への転換を促し
つつ、男性の家事や育児への参加を推
進していきます。企業に対する働きか
けにより、育児に参加したい男性の育
児休業制度の利用を後押しすると同時
に「働き方の見直し」に関する意識啓発
を推進するなどライフ・ワーク・バラン
スを実現する環境づくりを支援します。
　また「家事や育児をしたい」という男
性の意欲を行動につなげるための啓発
も行っていきます。

男性の仕事時間と家事時間の国際比較 6歳未満の子供を持つ夫の1日当たり
家事・育児関連時間の国際比較

左
資料：総務省「平成
23年社会生活基本
調査」

右
資料：総務省「平成
23年社会生活基本
調査」、内閣府「ひと
りひとりが幸せな社
会のために」

　東京都は2016（平成28）年11月、夫婦
が協力してライフ・ワーク・バランスを実
践できる社会に向けて「イクメンサミッ
ト」を開催しました。育児に積極的に参
加する男性＝「イクメン」という言葉はす
っかり定着したものの、現実にはまだ、 
働きながらの家事・育児には困難が多い
ため、今後どうしていけばよいか、何が
必要かを議論しました。

基調講演は武蔵大学助教・田中俊之さん（左
から3人目）「男が家事・育児、いいじゃないか！」
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男性がもっと家事・育児できる環境づくりを応援

　誰もが自らに合った様々な働き方や
生き方に挑戦できる社会を実現するた
めには、男性の家事や育児への参画を
より促すことが不可欠です。
　現状では、家事や育児は女性が圧倒

男性の長時間労働と
女性の家事・育児負担

的に多くを担っています。東京都が実
施した「女性の活躍推進に関する都民
の意識調査」によると、女性の平均育
児時間は約4時間33分となっています
が、男性は約1時間であり、その差が
3時間以上あります。
　家事時間についても、男性の平均時
間は約46分、女性の平均は約2時間37
分となっており、男性の方が女性より
2時間程度少ないことがわかります。
　この背景には、長時間労働や長時間
通勤の問題があります。
　総務省「平成23年社会生活基本調
査」によると、未婚・既婚（子供なし）・
既婚（子供あり）といったどのライフス
テージにおいても、男性のほうが女性
より仕事時間が長くなっています（左
のグラフ参照）。特に子供をもつ男女の
平均仕事時間を比較すると、違いは顕
著です。全国平均で、男性は女性より
4時間20分多く、東京都ではさらに差
が開き5時間20分多くなっています。
　このように、男性は女性に比べてよ
り多くの時間を仕事に費やす一方、女
性が家事や育児に非常に多くの時間を
費やすという、“トレードオフ”の傾向
が見られます。
　国際的に比較すると、その傾向はさ
らに際立ちます。成人男性の仕事時間
（通勤時間を含む。）と家事時間を、
OECD主要各国と比較すると、東京都
は極端に仕事＋通勤時間が長く、家事
時間が大変短いことがわかります（右
ページのグラフ参照）。
　男女ともに「働き方の見直し」を含め
た取組を進めることで、父親と母親が
ともに家事・育児を担うことのできる
社会環境を実現していく必要がありま
す。家事代行サービスなどの外部労働
力を活用することも、負担軽減を図る
上で有効でしょう。

ライフステージ別に見る有業者の平日の
平均仕事時間（東京都）

資料：総務省「平成
23年 社会生活基本
調査」

資料：東京都生活文
化局「平成26年女性
の活躍推進に関する
都民の意識調査」
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保育サービスの整備や
地域での子育て支援を

　東京都では、男女がともに家庭と仕
事や社会活動を両立させながら、子供
を育てられるようにするため、保育サ
ービスの充実、地域での子育て支援、育
児休業などの支援や情報提供に取り組
んできました。しかし、保育サービス
の利用率が年々上昇しているため（右
のグラフ参照）、2016（平成28）年4月
現在の待機児童数は8,466人となり、前
年から増加しました。
　東京都は、待機児童の解消に向け、認
可保育所、認証保育所、認定こども園、
小規模保育等の整備を進めると同時に、
延長保育、低年齢児保育、病児保育の
充実など、都民の多様なニーズに対応
したサービスの充実が図られるように、
これまで以上に積極的に取り組んでい
きます。
　一方で、核家族化の進行や地域社会
のつながりの希薄化などにより、子育
てに当たって悩みを抱えながら孤立し
ている親も少なくありません。社会全
体で子育てを応援する観点から、父親・

母親の子育ての負担感を解消し、子育
ての意義や喜びを実感できるための仕
組みを構築する必要があります。
　東京都は、区市町村が行うファミリ
ー・サポート・センターや学童クラブ、
子供家庭支援センター事業などの整備
を支援し、地域で安心して子育てでき
る仕組みづくりを進めていきます。
　また特に、ひとり親世帯は、子育て
の悩みや負担感を大きく抱えやすいた
め、子育て支援サービスの情報提供等
を的確に行っていきます。
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資料：東京都福祉保
健局「都内の保育サ
ービスの状況につい
て」

待機児童解消に向けた取組

2017（平成29）年度において、保
育サービス利用児童数18,000人
分の整備を達成する予算を計上

「2020年に向けた実⾏プラン」に掲げる「2019（平成31）年度末までの保育サービス利⽤児童数７万⼈分」の確保に向けて、
３つの柱から成る重層的・集中的な取組を展開していきます。

第1の柱
保育所等の整備促進

第2の柱
人材の確保・定着の支援

第3の柱
利用者支援の充実

◆ 保育所等賃借料補助事業… 建
物賃借料の「実支出額」と「公定
価格（国基準）」の差額を補助
◆ 企業主導型保育施設設置促進
事業… 国庫補助対象外となる
開設時の備品購入に要する経費
を補助
◆ 民有地を活用した保育所等整備
促進税制…土地の貸主に係る
固定資産税・都市計画税を減免
（23区） など

◆ 保育士等キャリアアップ補助… 
従来の支援や国の新たな処遇
改善分に加え、2万1千円相当
の賃金改善
◆ 保育士に対する居宅訪問型保
育利用支援事業… 保育士が復
職するに当たり、認可外の居宅
訪問型保育を利用する場合の経
費を補助 など

◆ 認可外保育施設利用支援事業
… 区市町村が実施する認可外
保育施設の利用者負担軽減を
支援

◆ 保育ニーズ実態調査… 都内の
保育ニーズを把握するため都民
に対する調査を実施 など

1,381億円

保育サービス利用児童数と利用率の推移
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安心して妊娠・出産・子育てできるために

妊娠・出産・育児と 
仕事の両立の困難

　育児や介護など、家庭の状況で時間
的制約を抱えている男女が、ともに育
児や介護をしながらも仕事を継続でき
る社会の実現が求められています。
　これまでにも様々な法律や制度が整
備されてきました。育児・介護休業法
により、育児休業制度や短時間勤務制
度が事業主に義務付けられました。ま
た2014（平成26）年には次世代育成支
援対策推進法が改正され、厚生労働大
臣が認定（くるみん認定）した企業のう

ち、特に高い水準の取組を行う企業に
対する特例認定（プラチナくるみん認
定）の制度も創設されています。
　しかし、東京都の2015（平成27）年
の合計特殊出生率は1.24と、全国最低
水準の状況です。未婚率の上昇、晩婚
化の進行、初産年齢の上昇などが主な
要因として挙げられます。
　働き続けることを希望しながらも、
育児と仕事の両立の難しさから、あき
らめざるを得ない女性は今も少なくあ
りません。女性が第一子の出産前後に
仕事を続ける割合は、いまだに5割程
度です。

　左下のグラフは、夫が休日にどれく
らい家事・育児にかかわるかという時
間と、第二子以降の出生状況の関係を
示したものです。これを見ると、夫が
家事・育児に多くかかわるほど第二子
以降が生まれていることがわかります。
　誰もが自らの状況に合った働き方・
生き方を選択できる社会を実現するた
めには、男性の家事・育児への参加の促
進をはじめ、長時間労働の削減などの
「働き方改革」を進め、父親と母親がと
もに子育てを担うことのできる社会環
境を実現していく必要があるでしょう。

出生あり 出生なし

6時間以上

4時間以上6時間未満

2時間以上4時間未満

2時間未満

家事・育児時間なし

総数

84.5 15.5

74.7 25.3

56.7 43.3

33.0 67.0

9.8 90.2

59.1% 40.9%

子供がいる夫婦の夫の休日の家事・育児時間別に見た
この12年間の第二子以降の出生状況

資料：厚生労働省
「第13回21世紀
成年者縦断調査」
（2014） 園児の保護者と語り合う小池知事

第二子以降の出生には
夫の家事・育児の関与が大

屋上庭園を利用した保育施設の様子
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保育サービスの整備や
地域での子育て支援を

　東京都では、男女がともに家庭と仕
事や社会活動を両立させながら、子供
を育てられるようにするため、保育サ
ービスの充実、地域での子育て支援、育
児休業などの支援や情報提供に取り組
んできました。しかし、保育サービス
の利用率が年々上昇しているため（右
のグラフ参照）、2016（平成28）年4月
現在の待機児童数は8,466人となり、前
年から増加しました。
　東京都は、待機児童の解消に向け、認
可保育所、認証保育所、認定こども園、
小規模保育等の整備を進めると同時に、
延長保育、低年齢児保育、病児保育の
充実など、都民の多様なニーズに対応
したサービスの充実が図られるように、
これまで以上に積極的に取り組んでい
きます。
　一方で、核家族化の進行や地域社会
のつながりの希薄化などにより、子育
てに当たって悩みを抱えながら孤立し
ている親も少なくありません。社会全
体で子育てを応援する観点から、父親・

母親の子育ての負担感を解消し、子育
ての意義や喜びを実感できるための仕
組みを構築する必要があります。
　東京都は、区市町村が行うファミリ
ー・サポート・センターや学童クラブ、
子供家庭支援センター事業などの整備
を支援し、地域で安心して子育てでき
る仕組みづくりを進めていきます。
　また特に、ひとり親世帯は、子育て
の悩みや負担感を大きく抱えやすいた
め、子育て支援サービスの情報提供等
を的確に行っていきます。
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らめざるを得ない女性は今も少なくあ
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仕事を続ける割合は、いまだに5割程
度です。

　左下のグラフは、夫が休日にどれく
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間と、第二子以降の出生状況の関係を
示したものです。これを見ると、夫が
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以降が生まれていることがわかります。
　誰もが自らの状況に合った働き方・
生き方を選択できる社会を実現するた
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介護と仕事の両立ができる社会を実現する

周囲に相談しづらく
追い込まれてしまう人も

　東京都の2015（平成27）年の高齢者
人口は301万人です。10年後には326
万人になると見込まれており、要介護
高齢者やひとり暮らし高齢者、高齢者
のみの世帯等、支援が必要な高齢者の
増加が予測されています。
　育児・介護休業法では、介護と仕事
を両立するための労働者による介護休
業等の利用を定めており、また、こう
した制度を利用しやすくするため、法
改正により制度の新設や見直しが行わ
れています。しかし、このような制度
が整備されていても、介護と仕事の両
立が難しく、離職せざるを得ない人も
います。
　総務省「就業構造基本調査」による
と、離職者の8割近くは女性ですが、男
性が増加傾向にあり、特に東京都では、
男性の離職者割合が全国を上回るペー
スで増加しています。東京都は他の道
府県出身者が多く、介護の対象となる
高齢者が遠隔地にいる場合が多いこと
も、介護と仕事の両立を困難にしてい
ると考えられます。
　介護と仕事との両立が必要となる
方々は、企業の中核となる世代が多く、

育児と比べると、男性の比率が高くな
る傾向があります。介護のために働き
盛りの従業員が退職せざるを得なくな
る状況は、企業にとっても深刻な問題
です。
　また、介護は子育てと異なり、いつ
まで支援が必要なのか先が見えないこ
とや、周囲に相談しにくい雰囲気があ
ることから、従業員のニーズが見えに
くく、企業における対応も進みづらい
傾向があります。そのため、従業員は
肉体的・精神的に大きな負担を抱えや
すく、介護について職場で相談できる
環境づくりが重要となっています。
　

　東京都は介護サービスについて、質・
量とも充実に努めてきましたが、都内
は地価が高いため、施設サービスの拡
充が困難であることや、介護サービス
の人材不足といった問題を抱えていま
す。今後、東京都はこうした問題に適
切に対応しつつ、介護に関する多様な
ニーズに応じたサービスの充実を図っ
ていきます。同時に、男女がともに、介
護と仕事の両立が可能な社会の実現に
向けても、取組を進めていきます。
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資料：総務省「就業
構造基本調査」

介護・看護離職者に占める男性の割合の推移
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資料：総務省「就業
構造基本調査」

様々なニーズに応じた
サービスの充実を図る

22

多様な保育サービスの
拡充に取り組む

　東京都は今後、都民のニーズに応じ
た多様な保育サービスの拡充に取り組
んでいきます。
　その取組の一つとして、都独自の基
準により認証する、認証保育所の整備
を推進しており、設置を支援するため、
不動産取得税、区部の固定資産税・都
市計画税、事業所税を減免するほか、保
育の質の確保・向上を図るため、事業
者に対する指導も実施していきます。
　認可外保育施設に対しては、巡回指
導チームを編成し、保育サービスの質
の向上を図り、児童の安心・安全と保
護者の安心を確保していきます。また、
私立幼稚園が教育時間を超えて園児を
園内で過ごさせる「預かり保育」を行う
場合には、経費の一部を補助します。さ
らに、就学前の子供に関する教育・保
育を一体的に提供する認定こども園に
ついても環境の整備を進めていきます。

　東京都では、2016（平成28）年10月か
ら「子育て応援とうきょうパスポート事
業」を始めました。これは子育て中の世
帯を応援することに協賛した店舗や企業
などが、中学生以下のお子さんがいる、ま
たは妊婦の方がいる世帯を対象に、粉ミ
ルクのお湯の提供や、おむつ替えスペー
スの提供、商品・サービスの割引などを
実施するものです。利用できる店舗やサ
ービスは、協賛店舗・企業ごとに異なり
ます。また、都内の区市町村では、独自
に同様の事業を実施している場合もあり
ます。2017（平成29）年4月時点で、新
宿区・北区・荒川区・足立区・八王子市・
小平市・福生市で実施していますので、各

自治体のホームページでご確認ください。
　協賛店等はホームページから検索可能。
店舗等には目印としてステッカーが貼っ
てあります。利用時は、サービスを利用
したい旨を伝えればOK。パスポートの提
示を求められることもあるので、あらか
じめホームページから申し込んでデジタ
ルパスポートを入手しておくと安心です。

デジタルパスポート
ht tp : / /kosodate .pass.
metro.tokyo.jp/

子育て応援とうきょうパスポート
co

lu
m

n

●  保育サービスの拡充（認可保育所・
認証保育所・認定こども園・小規模保
育・家庭的保育など）

●  認証保育所設置を支援するための
税の減免

●  私立幼稚園等における預かり保育
●  認可外保育施設への巡回指導
●  認定こども園への補助
●  子育て推進交付金
●  延長保育
●  病児保育事業の補助
●  病院内保育施設の支援

都の施策の主なもの

保育サービス

●  一時預かり事業
●  定期利用保育事業
●  子供家庭支援センター事業
●  子育てひろば機能・学童クラブ事業
の充実

●  放課後における居場所づくり
●  児童虐待への取組の推進
●  子供の心診療拠点病院

地域での子育て支援
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介護と仕事の両立ができる社会を実現する
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盛りの従業員が退職せざるを得なくな
る状況は、企業にとっても深刻な問題
です。
　また、介護は子育てと異なり、いつ
まで支援が必要なのか先が見えないこ
とや、周囲に相談しにくい雰囲気があ
ることから、従業員のニーズが見えに
くく、企業における対応も進みづらい
傾向があります。そのため、従業員は
肉体的・精神的に大きな負担を抱えや
すく、介護について職場で相談できる
環境づくりが重要となっています。
　

　東京都は介護サービスについて、質・
量とも充実に努めてきましたが、都内
は地価が高いため、施設サービスの拡
充が困難であることや、介護サービス
の人材不足といった問題を抱えていま
す。今後、東京都はこうした問題に適
切に対応しつつ、介護に関する多様な
ニーズに応じたサービスの充実を図っ
ていきます。同時に、男女がともに、介
護と仕事の両立が可能な社会の実現に
向けても、取組を進めていきます。
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左
資料：総務省「就業
構造基本調査」

介護・看護離職者に占める男性の割合の推移

右
資料：総務省「就業
構造基本調査」

様々なニーズに応じた
サービスの充実を図る
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多様な保育サービスの
拡充に取り組む

　東京都は今後、都民のニーズに応じ
た多様な保育サービスの拡充に取り組
んでいきます。
　その取組の一つとして、都独自の基
準により認証する、認証保育所の整備
を推進しており、設置を支援するため、
不動産取得税、区部の固定資産税・都
市計画税、事業所税を減免するほか、保
育の質の確保・向上を図るため、事業
者に対する指導も実施していきます。
　認可外保育施設に対しては、巡回指
導チームを編成し、保育サービスの質
の向上を図り、児童の安心・安全と保
護者の安心を確保していきます。また、
私立幼稚園が教育時間を超えて園児を
園内で過ごさせる「預かり保育」を行う
場合には、経費の一部を補助します。さ
らに、就学前の子供に関する教育・保
育を一体的に提供する認定こども園に
ついても環境の整備を進めていきます。

　東京都では、2016（平成28）年10月か
ら「子育て応援とうきょうパスポート事
業」を始めました。これは子育て中の世
帯を応援することに協賛した店舗や企業
などが、中学生以下のお子さんがいる、ま
たは妊婦の方がいる世帯を対象に、粉ミ
ルクのお湯の提供や、おむつ替えスペー
スの提供、商品・サービスの割引などを
実施するものです。利用できる店舗やサ
ービスは、協賛店舗・企業ごとに異なり
ます。また、都内の区市町村では、独自
に同様の事業を実施している場合もあり
ます。2017（平成29）年4月時点で、新
宿区・北区・荒川区・足立区・八王子市・
小平市・福生市で実施していますので、各

自治体のホームページでご確認ください。
　協賛店等はホームページから検索可能。
店舗等には目印としてステッカーが貼っ
てあります。利用時は、サービスを利用
したい旨を伝えればOK。パスポートの提
示を求められることもあるので、あらか
じめホームページから申し込んでデジタ
ルパスポートを入手しておくと安心です。

デジタルパスポート
ht tp : / /kosodate .pass.
metro.tokyo.jp/

子育て応援とうきょうパスポート
co

lu
m

n

●  保育サービスの拡充（認可保育所・
認証保育所・認定こども園・小規模保
育・家庭的保育など）

●  認証保育所設置を支援するための
税の減免

●  私立幼稚園等における預かり保育
●  認可外保育施設への巡回指導
●  認定こども園への補助
●  子育て推進交付金
●  延長保育
●  病児保育事業の補助
●  病院内保育施設の支援

都の施策の主なもの

保育サービス

●  一時預かり事業
●  定期利用保育事業
●  子供家庭支援センター事業
●  子育てひろば機能・学童クラブ事業
の充実

●  放課後における居場所づくり
●  児童虐待への取組の推進
●  子供の心診療拠点病院

地域での子育て支援
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P&Gジャパン 損保ジャパン日本興亜杏林大学

 優秀賞／産業分野（50音順）

【小田急電鉄株式会社】
　宿泊勤務を伴う鉄道事業の特殊性に
合わせた勤務制度の見直しや、短時間
勤務者に対応した作業ダイヤの作成な
ど、女性が長期的な視点で活躍できる
環境を整備しました。
【株式会社セプテーニ】
　業務効率（成果と時短の両立）を評価
に反映し、残業時間の削減に実効性あ
る仕組みを導入。また、社員にとって
有用性の高いベビーシッター利用助成
制度（費用の7割を会社が負担）を整備
しました。

 優秀賞／医療・福祉分野
【社会福祉法人あいのわ福祉会】
　私傷病や育児・介護において使用可
能な特別保存休暇制度（不繰越分の有
給休暇を最大60日まで保存できる）な
ど、職員が安心して働き続けられる環
境を整備しました。

 優秀賞／地域分野（50音順）

【特定非営利活動法人Fine】
　不妊当事者がカウンセラーとなって
同じ当事者をケアする事業や、不妊治
療と仕事の両立環境改善のための啓発
事業の実施など、当事者が前向きに過
ごせる環境づくりに貢献しました。
【特定非営利活動法人ブーゲンビリア】
　乳がん患者に寄り添う「おしゃべり
サロン」の開催、がんになっても働き
続ける女性を後押しするための環境整
備など、女性が病気になっても自分ら
しく生きる社会づくりに貢献しました。

 優秀賞／個人部門
【越後屋美和さん
（（株）HORIGO東京ワイナリー代表）】
　東京都で初のワイナリーを設立。都
内産ぶどうを使用したワインを製造・
販売するほか、マルシェへの出展、講
演等を通じて、都内産の農産物の認知
度向上に貢献するとともに、起業する
女性のロールモデルを提示しました。

大賞

放課後NPO
アフタースクール

海老原 宏美 さん

24

受賞者の紹介
　東京都では、すべての女性が意欲と
能力に応じて多様な生き方が選択でき
る社会の実現に向けて、「東京都女性活
躍推進大賞」を贈呈しています。2016
（平成28）年度は大賞に4団体・1名が、
優秀賞に5団体・1名が決定しました。

 大賞／産業分野（50音順）

【損害保険ジャパン日本興亜株式会社】
　女性管理職輩出に向けたパイプライ
ンの形成と、男性社員の意識改革など
にも注目した働き方改革に取り組みま
した。女性管理職は、2013（平成25）
年の4.1％から、2年後には12.3％と大
幅にアップ。男性の育児休業取得率も
急伸しました。
【プロクター・アンド・ギャンブル・ジャパン
  株式会社（P＆G）】
　事業所以外で勤務する場所を自由に
選択できる制度など、社員の多様性を
尊重した柔軟な働き方を可能にしたほ
か、ダイバーシティ＆インクルージョ
ンを推進するノウハウを、半年間で約
140社に提供しました。

 大賞／教育分野
【学校法人杏林学園 杏林大学】
　女性教職員の研究力向上や裾野拡大
を目指し、出産・子育て、介護などの
ライフイベントに配慮した両立支援を
実施した結果、女性研究者の在職者比
率が上がったほか、女性研究者の学会
賞等の受賞数も増大しました。

 大賞／地域分野
【特定非営利活動法人 放課後NPO
  アフタースクール】
　放課後の小学校に誰でも参加可能な
アフタースクールを開校。地域市民の
方が「市民先生」となって活躍する多様
なプログラムを展開し、社会全体で子
供たちの放課後を支える仕組みづくり
に貢献しました。

 大賞／個人部門
【海老原宏美さん
（東大和市地域自立支援協議会会長）】
　自らも難病と向き合いつつ、地域の
障害福祉団体や人工呼吸器ユーザーの
ネットワークを形成。また、地域で自
立した生活を送る姿を、映画出演や著
書などを通じて発信しました。

「東京都女性活躍推進大賞」

大賞受賞の皆さん

優秀賞受賞の皆さん
co

lu
m

n
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　国内における過去の災害時には、防災・復興の分野において男女平等参画の視
点が不十分だったために、救援物資の配分や避難所の運営で、男女のニーズの違
いに応じた対応ができないなどの状況も発生しました。そのため、この分野での
政策・方針決定の段階から、女性の参画を拡大していくことが求められています。
　現在、各都道府県には、災害対策基本法に基づき「都道府県防災会議」が設置さ
れています。これは防災や災害時の計画作成、情報収集、関係各機関
の連絡調整を行うものです。当初、同会議は男性委員がほとんどを占
めていましたが、2012（平成24）年の同法改正に伴い、東京都を含め、
全国で女性委員が任命されるようになりました。翌年には、全国で女
性委員のいない防災会議数が、初めてゼロとなっています。
　東京都は今後も、防災の分野の政策・方針決定過程などでの女性委
員の登用を進めていきます。同時に、地
域防災活動の担い手となる女性防災リ
ーダーの育成や、女性の発想を取り入
れた防災ブックを作成することなどに
よって、女性視点による、防災意識向
上に向けたムーブメントをつくり出し
ていきます。
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防災・復興分野に女性の視点を取り入れる

女性防災人材の育成

女性に焦点を当てた取組を拡充し、
都の防災施策への女性視点の反映を進めていく

● 都内では地域防災活動にかかわる女性の参加者が低迷しており、
発災時の避難所運営などにおいても女性の視点が不足していることが懸念

課 題

2017（平成29）年度の主な取組

◆ 女性防災リーダー育成に向けたプログラムの策定
◆ きっかけづくりとなるシンポジウムの開催
◆ 地域防災の初歩を学ぶウーマンセミナーの実施

段階に応じたきめ細かな支援を通じて、
地域の核となる

女性防災リーダーを育成
女性視点による防災意識向上に向けた

ムーブメントを創出

◆ 女性スペシャリストによる編集会議の立ち上げ
◆ 女性の視点に立ったコンセプトや掲載内容の検討
◆ 雑誌とコラボした広報展開等
◆ 液体ミルクの備蓄・活用に向けた検討等

女性防災
人材育成事業

0.3億円
女性視点の防災ブックの

検討・作成等

3億円

足立区内で活動する「女性防火組織」
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5%未満  5団体
5～10%未満  9団体
10～20%未満  27団体
20～40%未満  4団体
40%以上  2団体

都道府県防災会議の
委員に占める女性の割合
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ボランティアやNPOの力で地域を活性化
　近隣関係が希薄化している中、安
心して暮らせるまちをつくるために
は、地域におけるコミュニティのあ
り方は重要です。町会や自治会の場
で、生活者としての感覚が豊かな女
性の発想が活かされれば、男性だけ
では気付きにくい、女性・子供・高齢
者などの視点にも配慮した活動が進
むものと考えられます。
 　「男女平等参画に関する世論調査」
によると、社会活動・地域活動に「参
加したいが、できていない」と答え
た人は男女ともに約3割となってい
ます。理由は「仕事が忙しいから」「家
事や育児・介護などが忙しいから」の
ほか、「参加方法がわからない、きっ
かけがない」「どのような活動がある
のかわからない」などもありました。
　東京都は、気軽に参加できるボラ
ンティア活動の情報を発信すること
で、初心者でも社会活動・地域活動
に参加しやすくしていきます。

　東京都は、ボランティア活動の活性化
により、都民一人ひとりが互いに支え合
う共助社会の実現を目指しています。そ
のため、2020（平成32）年度までにボラ
ンティア行動者率40％を達成するとい
う目標を掲げて、体験型ボランティアイ
ベントの開催や、SNSなどを活用したボ
ランティア活動のPRなど、さまざまな
取組を行っています。
　また、街中で外国人に積極的に声をか
け、簡単な外国語（英語）で道案内などの
手助けをする「外国人おもてなし語学ボ
ランティア」の育成等にも取り組んでい
ます。

ボランティアの気運を高める
co

lu
m

n

「ボラ市民ウェブ」 http://www.tvac.or.jp/

無回答参加するつもりがない
参加したいが、できていない参加している
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20代

女性（計） 40.5% 29.1
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0.022.827.849.4

0.027.925.946.3

0.026.631.142.4

0.535.724.239.6

女性の社会活動・地域活動への参加状況

資料：東京都生活文
化局「男女平等参画
に関する世論調査」

「外国人お
もてなし語学ボ
ランティア」の
ロゴと登録証
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ーダーの育成や、女性の発想を取り入
れた防災ブックを作成することなどに
よって、女性視点による、防災意識向
上に向けたムーブメントをつくり出し
ていきます。
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学校教育で男女平等参画の理解を進める

社会制度や慣行における見直し

　性別などにかかわりなく個人を尊重
する意識をもった児童・生徒を育成す
ることも、男女平等参画社会の実現に
は不可欠です。
　学校教育においては、児童・生徒が
男女の互いの違いを認めつつ、固定的
役割分担意識にとらわれることなく、
その個性と能力を伸ばすことができる

よう、適切な教育を進めていく必要が
あります。
　また、教育において大きな影響力を
もつ教職員が、認識を高めていくこと
も重要です。
　東京都は今後も、人権の尊重を基盤
とした男女平等参画の考え方を身につ
けた児童・生徒を育成していきます。

　 「男女平等参画に関する世論調査」に
よると、社会通念・習慣・しきたりなど
において「男性のほうが優遇されてい
る」と考える人は、減少傾向となって
います。
　一方、法律や制度面では、「男性のほ
うが優遇されている」と考える人が増
加しています。
　また女性が職業をもつことについて
は、「育児・介護等にかかわらず、職業
をもち続けるほうがよい」という回答
が約52％（グラフ参照）と過半数を超
えていますが、いまだ、女性が子供の
出産後に仕事を辞めてしまう実態もあ

ります。
　今後は、男女で取扱いの異なる社会
制度や慣行について、男女平等参画の
視点から見直しを図っていく必要があ
ります。

わからないその他職業をもたない
方がよい
結婚するまでは職業を
もつ方がよい

子供ができるまでは
職業をもつ方がよい

子供ができたら職業をやめ、
大きくなったら再び
職業をもつ方がよい

育児・介護等に
かかわらず、
職業を
持ち続ける方がよい

51.7%

29.2

7.0
3.2

1.0
3.6 4.4

女性が職業をもつことについての考え

資料：東京都生活文
化局「男女平等参画
に関する世論調査」

　将来の社会を担う中学生たちに、望ましい社
会性や勤労観、職業観を育成するとともに、社
会の一員としての自覚を促すため、東京都は「わ
く(Work)わく(Work)Week Tokyo」を実施し
ています。これは都内の公立中学校の生徒が5
日間程度学校を離れ、地域商店、地元の民間企
業、公的施設などの職場で実際に仕事の体験を
するものです。
 　都は、普及啓発のためのリーフレットなども
提供しています。

わく(Work)わく(Work)Week Tokyo
co

lu
m

n

中学生が活動時に
着用する缶バッジ
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政治や行政分野でも女性のリーダーが必要

社会全体に与える影響が
大きい分野で登用促進

　男女平等参画社会を実現するために
は、あらゆる分野において女性の参画
を拡大していくことが重要ですが、特
に政治・行政の分野における女性の参
画は、社会全体に与える影響が大きい

ことから、率先して取り組むべき課題
といえます。
　都議会議員に占める女性の割合
（2016年で19.7％）や市区町村議会に
おける女性議員の割合は、全国の中で
も高くなっています。
　また東京都の職員のうち、課長級以
上の管理職に占める女性の割合は16
％（2016年）と、国や他自治体と比較
すると進んでいますが、男性職員と比
べた女性職員の管理職選考受験率は、
低い状況にあります。
　2017（平成29）年1月に改訂された「東
京都職員『ライフ・ワーク・バランス』推
進プラン」では、行政系（警察官・消防
官・教員を除く。）の管理職に占める女性
の割合を、2020（平成32）年までに20
％に高める目標を設定しています。2016
（平成28）年時点で19.3％ですが、引き
続き取組が求められています。
　一方、東京都の審議会等について、委
員全体に占める女性委員の割合（任用
率）は、2016（平成28）年度までに35
％とすることを目標にしていましたが、
同年の段階で27.6％と、その達成には
至っていないため、今後更なる取組が
必要です。
　教育の分野においても、東京都教育
委員会が推進プランを策定して、取組
を進めています。2015（平成27）年度、
都内の公立校の教員に占める女性の割
合は、小学校で約63％、中学校で約44
％、高校で約35%となっており、多く
の女性教員が活躍していることがわか
ります。ただし、管理職に占める女性
の割合は、校長が約17％、副校長（教
頭）が約21％という状況です。
　東京都は今後も、政治・行政分野に
おける女性の参画を促進するとともに、
都の審議会等委員への女性の参画も一
層推進していきます。
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資料：東京都生活文
化局「東京の男女平
等参画データ2016」

資料：内閣府「地方
公共団体における男
女共同参画社会の
形成又は女性に関す
る施策の推進状況調
査」より作成

東京都生活文化局
作成
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